（Ｈ26年7月）

· 生産年齢人口減少への対応策は？日本が取るべき選択肢は外国人雇用？
日本において「生産年齢人口」とは、15歳以上65歳未満の人口を指し、生産活動の中核を担う人口層と定義されています。総務省によりますと、2013年10月時点の生産年齢人口は、前年より116万5千人減って7,901万人、総人口1億2,730万人に占める割合は62.1％となりました。ちなみに65歳以上の高齢者は、前年より110万5千人増えて3,189万8千人、総人口に占める割合は25.1％と過去最高を更新しました。国民の4人に1人は65歳以上ということになります。
今後の人口推移を見ましても、少子化の影響で着実に人口は減少し、約35年後の2050年には総人口が1億人を割り、生産年齢人口も50％強の5,000万人程度までに減少する見込みです。
生産年齢人口が減少するということは、国家レベルで見ますと、今まで国を支えてきてくれた働き手が引退して扶養される側に回っても、次の働き手が現れないということを意味し、国にとっては重大な問題です。つまり、総人口や生産年齢人口の減少以上に、総人口に占める生産年齢人口の割合の低下が最も重要な問題となるわけです。国としても①少子化対策、②高齢者や女性（専業主婦層）の活用等を積極的に進めてますが、目に見えてその効果が上がっているとはいえません。そこで、この問題を解決するための第3の選択肢として、「外国人労働者の受け入れ」がクローズアップされています。
外国人労働者を受け入れる手段として、現行の制度で最も期待できるものに、「外国人技能実習制度」があります。この制度は、日本の国際協力・国際貢献の一環として1993年に創設されたもので、日本の進んだ技能・技術・知識を修得してもらい、その後に母国に戻ってその国の経済発展を担える人材を育成することを目的としたものでした。しかし、本来の目的の「高度な人材育成」とは名ばかりで、受け入れる日本側の企業の一部には、日本人の採用が難しい、いわゆる3Ｋ（きつい、汚い、危険）といわれる仕事の担い手として、しかも低賃金で半ば強制労働的な劣悪な労働環境で雇用していたことが発覚し、大きな社会問題となりました。その反省点を踏まえ、2010年に新たな「外国人技能実習制度」として生まれ変わり、現在に至っていますが、受け入れ期間が最長3年という点はそのまま踏襲されました。
しかし、日本側の制度がある程度改善されたとはいえ、働く側の外国人のニーズ（できるだけ長く働いて家族に仕送りをしたい）を汲み取っているかどうかは、まったく別問題です。先日、ＮＨＫの番組を見ておりましたら、台湾や韓国でも労働力不足から外国人労働者の獲得に国として力を入れている様子が報道されていました。以下に、両国の外国人労働者に寄り添った取り組みの一部を紹介します。
台湾：最長で12年働ける制度
労働当局の査察チームが企業への監視に力を入れている

　　　　　　（労働者本人への聞き取り、職場・居住環境、労働者の母国語での説明など）

過酷な労働を強いられた外国人を保護する施設や相談窓口の設置
韓国：最長で9年８ヶ月働ける制度

韓国へ出稼ぎできる資格を得るための試験を韓国政府が現地（アジア15ヶ国）で実施
韓国政府が試験合格者の情報を一括管理して自国の企業に紹介

外国人労働者保護のための相談窓口を設置して15ヶ国語で対応、転職制度あり
日本政府も、受け入れ期間を最長3年から5年に延長する方向で検討していますが、改革のスピードが遅く、なおかつ不十分です。また、受け入れ期間もさることながら、最も重要なことは国としての「本気度」です。ほとんど民間まかせで政府が前面に出て来ないため、外国人から見ると、日本の制度は信頼性・透明性に欠けた制度に写ります。現に、2010年に生まれ変わった制度下でも、昨年1年間で230もの受け入れ団体で「賃金の不払い等」の不正が行われていたことが公表されました。外国人労働者を本気で受け入れようと考えるのであれば、政府がもっともっと前面に出て、日本人の労働者と同様に『労働者』としてキチンと受け入れる必要があります。（工藤克己）
